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平成１９年度北九州市決算 

 

 

平成１９年度決算の概要 

 

○ 歳入・・・地方交付税の減少  歳出・・・義務的経費が過去最高額 

平成１９年度決算において、歳入面では、地方交付税と臨時財政対策債を合わせた実

質的な地方交付税は、大幅に減少（△５０億５８百万円）するとともに、歳出面では、扶助

費や公債費の増加により義務的経費が過去最高の額となった。  

このため、北九州市経営基本計画に基づき、１４７億円の徹底した経営改善に取り組

むとともに、予算執行上可能な限りの節減に努めたところである。しかしながら、それでも

なお収支に不均衡が生じたため、退職手当債（２２億５０百万円）などの特別な市債を発

行するとともに、財政調整基金等からの８５億円の繰り入れを行った。 

今後、本市の公債費は、平成２１年度にピークを迎えることが見込まれるため、今後の

財政状況はさらに厳しくなることが見込まれている。 

 

○ 実質的な基金残高は減少、実質収支は４１年連続黒字 

財政調整基金等主要３基金の残高については、前年度より２１億円増加し、４６７億円

となった。しかしながら、これは、平成１９年度中に、学術・研究基盤整備振興基金等を廃

止し、残高相当額を財政調整基金に積立てた影響により増加したものであり、この特殊

要因を除いた実質的なベースでは、前年度末に比べて１６億円減の４３０億円となってい

る。 

なお、一般会計の実質収支は４１年連続の黒字（１０億８６百万円）を確保した。 

 

○ 財政健全化指標は、すべて早期健全化基準内  

    平成１９年６月に制定された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、

平成１９年度決算から、健全化判断比率の公表が義務付けられた。 

本市においては、いずれの指標も早期健全化基準内となっている。 

 

※早期健全化基準を超えた場合、経営改善のための計画を策定するなどして、自主

的に財政健全化を進めなければならない。 
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１ 一般会計 

 

（１） 概 要 

 ○ 規模は２年連続の減 

平成１９年度一般会計決算は、歳入決算額４，９５０億９５百万円、歳出決算額４，９１２

億９７百万円で、決算規模は、歳入歳出とも過去１５番目となった。 

なお、歳出決算額が５，０００億円を下回るのは、平成７年度以来１２年ぶりとなった。 

  

<一般会計の決算規模の推移>
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 実質収支は４１年連続の黒字 

    実質収支は１０億８６百万円で、昭和４２年度以来４１年連続の黒字となった。 

区　　　　　分 １９年度 １８年度 増 減 額 増 減 率

歳入決算額　(A) 495,095 506,109 △ 11,014 △ 2.2%

歳出決算額　(B) 491,297 501,890 △ 10,593 △ 2.1%

形式収支 （C = A - B) 3,798 4,219 △ 421 △ 10.0%

繰り越すべき財源　(D) 2,712 3,128 △ 416 △ 13.3%

実質収支  (E = C - D) 1,086 1,091 △ 5 △ 0.5%

(単位：百万円)
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 （２） 主な特徴 

  ① 歳 入 

○ 市税収入は４年連続の増収 

市税全体としては、税源移譲や税制改正の影響による個人市民税の増収や、税率

の本則化に伴う環境未来税の増収等により、１，６８６億２３百万円と対前年度９３億６

８百万円（＋５．９％）の増となり、平成１６年度から４年連続で前年度を上回るとともに、

平成９年度に次ぎ、過去２番目に大きな額となっている。 

① 個人市民税は、税源移譲や税制改正の影響により、463 億 70 百万円と対前年度

82 億 10 百万円（＋21.5％）の増となった。 

② 法人市民税は、景気の回復基調に伴い、企業収益が堅調に推移したことから、

200 億 26 百万円と対前年度 48 百万円（＋0.2％）の増となった。 

③ 固定資産税は、土地に係る分が引き続き地価の下落により減少したものの、家屋

の新増築や設備投資に係る償却資産の増加により、730億 63百万円と対前年度3

億 26 百万円（＋0.4％）の増となった。 

＜市税の推移＞
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○ 市税収入率は５年連続の上昇 

市税収入率については、区役所と高額滞納整理を専門的に処理する「特別滞納

調査室」との連携等により、９６．７％と前年度に比べ０．４ポイント上昇し、平成１５年

度から５年連続で前年度を上回った（政令市中第４位）。 

 

<収入率の推移>
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 ○ 実質的な地方交付税は大きく減少 

地方交付税は５７７億１２百万円で、対前年度４０億４０百万円の減（△６．５％）と

減少した。これらは、市税収入の増加等によるものである。 

また、地方交付税の振り替えである臨時財政対策債は９９億６６百万円で、対前年

度１０億１８百万円の減（△９．３％）となった。 

この結果、地方交付税と臨時財政対策債を合わせた実質的な地方交付税額は、

７２７億３６百万円から６７６億７８百万円と対前年度５０億５８百万円（△７．０％）の

減となった。 

 

<地方交付税等の推移>
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○ 市債発行額は減少 

市債発行額は５１１億４百万円で、北部福岡緊急連絡管事業の事業進捗にともな

う公営企業出資債の増加や、退職手当債の活用などがあったものの、新門司工場

建設事業や北九州産業技術保存継承センターの大規模事業が終了したことに伴う

建設事業債の減や臨時財政対策債の減などにより、対前年度１２１億円（△１９．

１％）の減となり、歳入に占める市債への依存度は前年度を２．２ポイント下回り１０．

３％となった。 

なお、地方交付税の振り替えである臨時財政対策債を除いた実質的な市債発行

額についても、４１１億３８百万円と対前年度１１０億７８百万円（△２１．２％）の減と

なり、歳入に占める市債への依存度は、前年度より２．０ポイント下回り８．５％となっ

た。 

 

<市債発行額の推移>
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② 歳 出（性質別） 

○ 義務的経費の額は過去最高額 

  人件費、扶助費、公債費からなる義務的経費は２，２４４億７百万円で、対前年度 

９１億４９百万円（４．３％）の増となり、その額は、過去最高額となった。 

 この結果、義務的経費比率は４５．７％と前年度から２．８ポイント増加した。 

人件費は職員数の減（△１２２人）などにより対前年度４億８９百万円（△０．７％）

の減となった。 

一方、扶助費は児童手当の制度改正などにより、対前年度３８億５８百万円（４．

９％）増の８２０億６１百万円、また、公債費も、満期一括償還に係る基金積立金の

増等により、５７億７９百万円（８．９％）増の７０８億１２百万円となり、それぞれ額ベ

ースで過去最高となった。 
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○ 投資的経費は大幅に減少 

投資的経費は７５３億５０百万円で、対前年度２２８億７百万円（△２３．２％）の大

幅な減少となった。また、投資的経費比率は、前年度から４．３ポイント減少し、 

１５．３％となっている。 

これは、平成１８年度に新門司工場建設事業や北九州産業技術保存継承センタ

ーの大規模事業が終了したことなどによるものである。 

 

<投資的経費の推移>
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（３） 財政指標等 

① 健全化判断比率等 

      平成１９年６月に制定された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づ

き、平成１９年度決算から、健全化判断比率の公表が義務付けられた。 

      今回定められた健全化判断比率等は、フローとストックの両面から財政の健全性を

総合的に判断するものである。 

   

 ａ 実質赤字比率 ・・・ ―％（本市は実質黒字のため、比率なし） 

福祉、教育、まちづくり等の基本的な行政サービスを行うための会計である一般会

計等の実質的な赤字額の標準財政規模（自治体が標準的な状態で通常収入が見込

まれる一般財源の規模）に対する割合によって、財政運営の健全性を表す指標。 

      本市は平成１９年度決算において実質黒字であったため、実質赤字比率はない。 

 

      ■本市に適用される基準   早期健全化基準 １１．２５％ 

                         財政再生基準  ２０．００％ 

 

一般会計等：一般会計、区画整理、区画整理清算、公債償還、住宅新築資金、土地

取得、母子寡婦、臨海部産業用地貸付の各特別会計 

 

 

  ｂ 連結実質赤字比率 ・・ ―％（本市は実質黒字のため、比率なし） 

企業会計等を含む市全体での実質的な赤字額の標準財政規模に対する割合によ

って、財政運営の健全性を表す指標。 

      本市は平成１９年度決算において実質黒字であったため、連結実質赤字比率はな

い。 

 

      ■本市に適用される基準  早期健全化基準 １６．２５％ 

                        財政再生基準  ４０．００％ 

      ※ 財政再生基準は、平成２３年度決算まで緩和措置あり（本則は３０％） 
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  ｃ 実質公債費比率 ・・・ ６．３％ 

       地方債償還額及び地方債の償還に準じる歳出額の標準財政規模に対する割合

によって、公債費等の経費による財政負担の程度を表す指標。 

        

※実質公債費比率については、平成１９年度から算定方法が一部変更され、都市計画税が 

地方債の償還額に充当可能な特定財源となった。このため、平成１８年度の１２．１％から 

大幅に低い数値となった。 

 

      ■本市に適用される基準   地方債協議・許可制移行基準  １８．０％ 

                         早期健全化基準             ２５．０％ 

                         財政再生基準               ３５．０％ 

 

 

 

  ｄ 将来負担比率 ・・・ １６３．９％  

       一般会計等の地方債残高をはじめとする、将来負担することが見込まれる各種経

費の総額の標準財政規模に対する割合によって、市の将来に向けた財政運営の健

全性を表す指標。 

 

      ■本市に適用される基準   早期健全化基準 ４００．０％ 

 

 

  ｅ 資金不足比率 ・・・ ―％（本市は資金不足を生じた会計がないため、比

率なし） 

      公営企業会計ごとの資金不足額が、営業収益等の事業規模に対してどの程度の

割合があるかによって、公営企業会計の経営の健全性を表す指標。 

      本市は公営企業会計全てにおいて資金不足を生じていないため、資金不足比率は

ない。 

 

      ■本市に適用される基準   経営健全化基準 ２０．０％ 
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   健全化判断比率等が基準を超えると・・・ 

    ■早期健全化基準を超えた場合 → 【自主的な改善努力による財政健全化】 

     ・財政健全化計画（公営企業会計においては、経営健全化計画）の策定の義務付け 

     ・実施状況を毎年度議会及び総務大臣に報告 

     ・財政運営に関して、総務大臣による勧告 

    ■財政再生基準を超えた場合 → 【国の関与による確実な再生】 

     ・財政再生計画の策定及び計画に基づく予算編成の義務付け 

     ・財政再生計画の内容を総務大臣に協議し、 

       同意がない場合＝災害復旧等、一定の場合を除く地方債の起債を制限 

       同意がある場合＝収支不足額を振り替える地方債（再生振替特例債）が起債可

能 

     ・財政運営に関して、総務大臣による勧告（予算の変更等を含む） 

 

 

② 市 債 残 高   

○ 市債残高は増加 

市債残高（一般会計）は、９，２５３億４８百万円となり、対前年度１４０億８６百万円

（＋１．５％）の増となった。これは、北部福岡緊急連絡管事業等に係る公営企業出

資債の増、退職手当債の活用などによるものである。 

 

 

<市債残高の推移>
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２ 普通特別会計 

 

○ 実質収支は２３会計中２０会計が黒字 

北九州市の平成１９年度普通特別会計決算は、歳入決算額６，５８４億５４百万円、 

 歳出決算額６，３５１億３５百万円で、実質収支は２２６億８１百万円の黒字となった。 

２３会計のうち、公債償還特別会計、土地取得特別会計及び臨海部産業用地貸付特

別会計が収支ゼロ、前記を除く２０会計で実質収支は黒字となった。 

 

 

３ 企業会計 

 

○ 平成１９年度損益収支は病院、交通事業会計が赤字 

平成１９年度企業会計決算において、損益収支は上水道事業会計、工業用水道事業

会計及び下水道事業会計の３会計が黒字となり、病院事業会計及び交通事業会計の２

会計が赤字となった。 

なお、平成１９年度末資金剰余は５会計全てで黒字を維持した。 

 

    （単位：百万円）

区  分 上水道事業 工業用水道 交通事業 病院事業 下水道事業

平成１９年度損益収支 1,460 698 △12 △2,157 325 

平成１９年度末資金剰余 5,794 1,235 1,386 1,487 4,450 
 
 

（１） 上水道事業会計では、水需要の減少による料金収入の減少に加え、減価償却費な

どの諸費用が増加したことなどにより、損益収支は前年度より４億４１百万円悪化し、 

１４億６０百万円の黒字となった。 

なお、上水道事業会計は、平成１９年１０月１日、芦屋町を本市の給水区域に編入し、

芦屋町水道事業を統合した。 

 

（２） 工業用水道事業会計では、浄化費用などの諸費用が増加したものの、契約水量の

増加等により料金収入が増加したため、損益収支は前年度より９２百万円改善し、６億

９８百万円の黒字となった。 

 

（３） 交通事業会計では、引き続く乗合人員の減少などにより料金収入は減少したものの、

職員給与費の削減に努めるなど諸費用の減少により、損益収支は前年度より４６百万

円改善し、１２百万円の赤字となった。 

 10



 

 

（４） 病院事業会計では、退職給与金の減少により職員給与費は減少したものの、患者数

の減少などにより料金収入が減少したため、損益収支は前年度より５百万円悪化し、

２１億５７百万円の赤字となった。 

 

（５） 下水道事業会計では、使用水量減少による使用料収入の減少に加え、減価償却費

などの諸費用が増加したことにより、損益収支は前年度より３億７４百万円悪化し、 

３億２５百万円の黒字となった。 
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【 参 考 】 

   

平成１９年度における経営改善の取り組み（一般会計・一般財源ベース） 

 

（単位　億円）

見　込
（予算）

成　果
（決算）

備　　　考

･外郭団体に対する貸付金の返還

･特別会計の剰余金の活用

･市有財産の有効活用　等

小　計 50 53

･企業会計への繰出しの見直し

･裁量的経費の削減

小　計 95 94

145 147

区　　　分

歳　入

歳　出

平成19年度における経営改善額

･職員数の削減と人件費総額の抑制

･特殊要因を除くベースで9.3%減

事務事業の見直し 42 41

35

公共投資の重点化･抑制 34 34

4

12 10

39

人件費の削減 19 19

･市税収入、税外収入の収入率の向上

･広域連携の推進

その他

既存施設の活用や使用料手数料の見直し

市税や税外収入等の増 3
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